

事業実施計画書（別紙２）

	法人名

	








	1 申請事業
	意思疎通支援従事者の確保事業　　□
障害者等のICT機器利用支援事業　□

	2 国庫補助所要額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
（※「別紙５」記載の「国庫補助所要額」）

	
3 事業計画
	１　「意思疎通支援従事者の確保」、「障害者等のICT機器利用」を進めていく上で、課題と考えられること

	
	

	
	２　事業によりめざす成果

	
	

	
	３　事業内容及び手法

	
	



（記入上の留意事項）
（1） １枚で不足する場合には、複数ページにわたり記載すること。
（2） ①について、あてはまる□に☑を記載すること。
（3） ③−１について、該当する支援地域及び支援先（事業者、ICTサポートセンター、自治体等）等の課題と考えられることについて、記載すること。
（4） ③−２について、該当する支援地域及び支援先（事業者、ICTサポートセンター、自治体等）等にもたらしたい変化や事業を通じてめざす成果及びその成果の達成度をどのようにして測定するのかを、記載すること。
（5） ③−３について、意思疎通支援従事者確保等事業実施要綱に記載のある該当する事業内容を踏まえ、③-２でめざす成果を達成するために実施する事業内容及びその手法について具体的に記載すること。また、事業実施にあたり、新型コロナウイルス感染症対策として講じる内容についても記載すること。
